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1．はじめに
　昨今、定年を迎えた非農家高齢者が新たに農業へと従事するケースが見られる。先行研究で
は、定年退職した高齢者の農業従事による身体的変化（健康に及ぼす効果等）や、精神的充足
感（生きがい等）といった視点から社会的参画の意義について論じたものが多く、それらには
一定の蓄積がある。しかしながら、それらの多くは無償でのボランティアにを前提とした研究
であり、有償労働、すなわち高齢者の「雇用」や「就労」という視点からの研究はほとんど見
当たらない。慢性的な担い手不足が課題とされる我が国の農業において、高齢者雇用の在り方
を検討することは意義を有すると思われる。
　他方では、高齢者の就労意欲は高い傾向にあり、2018 年に内閣府が実施した調査では、「何
歳まで収入を伴う仕事をしたいか」という問いに対して、60 歳～ 69 歳までの人のうち「66 歳
以上」と回答したのが約 4割強（「66 歳～ 70 歳」が 28.6％、「71 歳以上」が 14.8％）、そして
70 歳以上の人のうち「71 歳以上」と回答したのが約 3割弱（28.6％）であったことからも、「年
齢に関わらず、元気なうちは働きたい」という就労意欲の高さを窺い知ることができる 1。
　一般的には、「農業」＝「重労働」というイメージが強いため、非農家高齢者が新たに農業
に従事することに対して消極的な見解を示す者も少なくない。しかしながら、日本老年学会・
日本老年医学会（2017）は、「現在の高齢者においては 10 ～ 20 年前と比較して加齢に伴う身
体的変化の出現が5～10年遅延しており、『若返り』現象が見られている2」ことを指摘しており、
現在の高齢者は昔と比べて身体的機能が高まっていることから、農業に従事することができる
可能性を有しているといえよう。
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　また、非農家高齢者が新たに農業に従事する場合、雇用側は彼（彼女）等が農業に関する技
術・ノウハウ、知識を有していないことを前提とした技術指導、さらには高齢者の身体的負担
を考慮した作業内容・作業方法にするなどの工夫が求められるであろう。このように、非農家
高齢者が農業に従事するうえでは、受け入れ先である雇用側の環境整備が必要であると思われ
る。以上を踏まえて本研究は、インタビューを通じて「雇用側」の現状と課題を明らかにし、
農業分野における高齢者雇用の在り方について検討することを目的とする。
2．先行研究
　高齢者の農業への関わりについての先行研究には、都市圏の高齢非農家住民の健康づくりに
着目し、農作業参加行動（無償ボランティア）とそれに影響を与える要因を分析した研究（鬼
丸他、2015）、高齢者世代における農業ボランティアへの参加意識に関する研究（下平・加藤・
大橋、2010）、高齢者の都市農業への参加の意義に関する研究（朱、2010；松宮、2013）など
がある。これらの多くは、高齢者の「生きがい」や「健康づくり」を目的とした無償ボランティ
アを対象としており、農業従事による高齢者が作業に伴う対価を得ること、すなわち「雇用」・
「就労」といった視点での議論がほとんどされていない 3。
　寺島（2017）は、「高齢者が可能な限り働くことができる雇用環境を作ることが重要という
主張も正論であり、働くことを通じて社会とのかかわりを維持することも大切である」と述べ、
高齢者が働ける場としての雇用環境の重要性を指摘している。さらに、「高齢者はいわば生産
活動からの引退者であり、社会参画を考慮する対象外の存在として見られてきたが、『100 歳
人生』が現実のものとして迫りつつあるなかで対象外とするわけにはいかず、高齢者が能動的
に社会システムに参画できるプラットフォームを構築すべきである」（寺島、2018）と主張し
つつ、その高齢者の社会参画の重要な分野の一つに「農業」を取り上げている。
　高橋（2002）では、「一般的には高齢者の活動を生きがいのみに収斂される論理が多いのに
対し、高齢者は、生産活動を通じた所得形成など多面的なニーズを持っており、また実際に地
域農業においては、それを通じた生き甲斐を実現している」と述べている。ここでは地域農業
における高齢者の就労を通じた経済的側面の重要性が唱えられているが、雇用側から見た高齢
者雇用の意義やメリットについては論じられていない。2014…年に労働政策研究・研修機構に
よって実施された調査（複数回答可）では、60代の就業動機として約7割の人が「経済的理由」を、
次いで約 3割が「生きがい・社会参加のため」、約 2割が「健康上の理由」を挙げており4、高
齢者側から見ても経済的側面を重視しており、ボランティアではなく有償労働といった「就労」
の視点からの議論の必要性が示唆される。
3．研究方法
　本研究は、質的研究手法である「半構造化インタビュー」を採用した。インタビューは、
2019 年 2 月 25 日から 4月 30 日にかけて実施した。インタビュー対象は、高齢者を雇用して
3… 地域農業における高齢者による社会・経済参加の在り方と意義に関する研究については、吉田（2007）がある。
4… 労働政策研究・研修機構（2014）「六十代の雇用・生活調査」JILPT調査シリーズNo.135、pp.1-264.
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いる株式会社、有限会社、家族経営体の農家である。一部のインタビュー先では、定年退職者
向けに「第二の人生を農業でいかが」といったキャッチフレーズとともに、求人を行っていた。
実際に雇用している高齢者の大半の人は、前職が会社勤めの非農家高齢者であり、さらには男
性の割合が多いことが聞かれた。
　下記の表 1は、インタビュー対象の主な生産品目、従業員数（うち高齢者の雇用人数）を示
している。表中に示す通り、いずれの雇用先においても従業員数のうち高齢者の占める割合が
多く、高齢者が労働力の中心であることが特徴的である。A～ Cでは、基本的には年間を通
じて高齢者を雇用しているのに対し、Dでは 8名の高齢者の雇用に加え、繁忙期にはシルバー
人材センター等から高齢者を臨時的に派遣してもらうなどして、作業量に応じて人数を調整し
ている。
表 1．主な生産品目と従業員数（うち高齢者の雇用人数）
団体名 主な生産品目 従業員数
（うち高齢者の雇用人数）
株式会社A 小松菜等の葉物野菜を
主とする野菜 8種
49 名
・正社員 10 名
・パート職員 39 名（うち高齢者 39 名）
有限会社B 主：小松菜
その他：くわい
40 名
・正社員 5名
・パート職員 35 名（うち高齢者 20 名）
果樹園C 主：リンゴ
その他：桃や梨
10 名未満
・家族
・パート職員 3名（うち高齢者 3名）
有限会社D 主：数種類の山椒 15 名
・社員 7名
・パート職員 8名（うち高齢者 8名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）インタビューに基づき筆者作成
　また、雇用されている高齢者の最高年齢は、株式会社Aでは 80 代が 3名、有限会社Bでは
70代半ばが5～ 6名、果樹園Cでは70代後半が1名、そして有限会社Dでは80代が1名であっ
た。勤続年数が最も長い高齢者は、いずれのインタビュー先においても 10 数年（最大 18 年間）
であった。
4．調査結果
4.1　高齢者による農作業に対する配慮
4.1.1　作業内容および作業体制
　まず作業内容については、高齢者の身体に負担をかけないために、主に「軽作業」に特化し
ていることが明らかとなった。具体的には、根菜類に比して小松菜などの葉物野菜は軽量であ
るため、収穫時に高齢者の身体に負担がかからないこと（株式会社A、有限会社B）や、高齢
者には摘果・摘蕾や補助管理（余分な枝の剪定や除草など）の作業を中心に依頼する一方で、
収穫は重労働であるため高齢者には作業してもらわずに、若者を臨時的に雇うこと（果樹園C）
が聞かれた。
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　次に、株式会社Aの具体的な作業内容には収穫・袋詰め・種まき・耕作等があり、これら
は分業制・グループ単位での作業を行っている。グループでの作業として、各グループのリー
ダーを高齢者の中から 1人決め、社員が組んだ作業の段取りはそのリーダーに指示され、そこ
からグループ・メンバーに伝達して作業を行う方法を採用している。また、高齢者は作業の種
類が多すぎると、途中で何をやればよいのか分からなくなることがあるため、分業によって作
業の単純化を図っているとのことである。そして、それぞれの高齢者にどの作業内容に従事し
てもらうかに関しては、採用されてから仕事にとりかかる最初の 3日間から 1週間程度かけて、
実際に作業ぶりを確認してから決定する。作業がその人に合わない場合には別の作業を割り当
てるなど、可能な限り「適材適所」に配置するよう努めている。　　　　
　株式会社Aとは対照的に、有限会社B5 と果樹園 Cでは個人単位で作業を行っている。果樹
園 Cでは、高齢者が作業内容を理解しやすいように剪定の方法自体を変えたり、身体的負担
の軽減策として、高齢者がほとんど動かなくて済むように木の上部と下部で作業する者を分け
ている。上部での作業は機械で動く脚立に乗り、歩かないでよい分だけ身体への負担が少ない
ため、年長者が作業する。他には、誰が来てもすぐにできるように技術的に複雑な作業は行わ
ず、作業の単純化・標準化に努めている。一方、高齢者からすれば繰り返し同じ作業を続ける
ことで自身のスキルを高めることができ、結果的に作業効率があがる。
　その他の高齢者への配慮として、果樹園には斜面や起伏が多く足下が不安定で危ないが、果
樹園 Cでは作業しやすいように地面を平らにして、安全性を確保している。また作業体制と
して、雇用者があらかじめ作業内容を伝えた後は、作業の段取りは高齢者達だけで決められる
ように裁量を与えている。さらに、高齢者が無理をせずに自分達のペースで作業を進められる
よう、雇用者の家族は彼等とは距離の離れた場所で作業を行うなどの配慮を行っている。
　有限会社Dでの作業内容は、草刈り・肥料散布・収穫・雪囲い等がある。繁忙期となる収
穫作業は年に 3回あるが、これらの時期には、一時的に延べ 92 人の高齢者を雇用している。
山椒そのものは軽量であり、脚立の上に座りながら収穫を行うため、ほとんど動くことがなく
身体への負担が少ない。また、グループでの作業は個人作業に比べると事故を回避する確率が
高まるため、有限会社Dでは 8人で 1つのグループとなり作業を行う。そして株式会社Aと
同様に、グループごとに高齢者のリーダーを 1人つけ、そのリーダーがグループ・メンバーに
作業を指示する体制をとっている。またインタビューでは、グループ単位での作業では高齢者
間での「仲間意識」や「信頼感」が芽生えることが聞かれ、このことは高齢者の心理的側面に
ポジティブな影響を与えていると推察される。
　次に、高齢者の意欲を高める仕組みとして、勤続年数の長い人や生産性の高い人に対しては、
その貢献度を「時給」に反映している（株式会社A、有限会社B）。その他、株式会社Aでは「グルー
プ・インセンティブ」の仕組みを導入しており、収穫作業ではグループごとに収穫したカゴの
数を競い合い、優秀な成績を収めたグループには賞品を現物支給しているが、このことは高齢
者らの働くモチベーションを高めている（株式会社A）。このグループ・インセンティブの導
入は、グループの規模を比較的小さくすることによって、相互監視、グループへの関心、グルー
プ内での助け合いを効果的なものにするという利点がある（Milgrom＆ Roberts、1992；邦訳
p.466）。
5… 有限会社 Bでは，例外的に袋詰めは機械を使用して 6～ 7人の共同作業で行うが，収穫は個人単位で行っている。
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4.1.2　高齢者による農作業上の課題
　高齢者による農作業上の課題の一つには「個々人による生産性の違い」が挙げられ、収穫作
業を例として挙げると、1時間当たりの収穫量には約 4倍の開きがある（株式会社A）。また
果樹園 Cでは、果実の袋がけの作業にはスキルが必要であるが、スキルを有する雇用者と高
齢者では同じ作業でも効率性に 3～ 4倍の開きが生じる。
　これら個々人の生産性の差を埋めるための方法として、株式会社Aでは、袋詰め作業等は
作業時間をストップウォッチで計測するなどして、作業の効率性を高める取り組みを行ってい
る。また有限会社 Bでは、新人の高齢者に対してベテランの高齢者が指導を行うことで、全
体の生産性の向上に努めている。これ以外には、畑の場所により農産物の収穫のしやすさに差
があるため、収穫しにくい場所はベテランの高齢者に任せ、誰でも収穫できるような場所は新
人の高齢者に任せることでバランスを図っている。そして果樹園 Cでは、個人間で効率性に
差が生じる作業は熟練したスキルを有する雇用者が行い、効率性に差が生じない単純な作業は
高齢者が行うなどの棲み分けがされている。
4.2　高齢者の働き方について 
4.2.1　勤務体系等への配慮
　雇用形態については、いずれのインタビュー対象においても、高齢者はパート・アルバイト（時
給制）のシフト勤務制で採用されており、正社員として採用されているところは見られなかっ
た。特筆すべきは、「高齢者自らがシフトを決められる」という裁量を与えていることである（株
式会社A、有限会社 B、果樹園 C）。高齢者は、自身の予定がある日は自由に休みをとること
ができるような柔軟な働き方を望んでいる。このような無理のない働き方であるからこそ、高
齢者が長く続けられることができ、また雇用側も彼（彼女）等の長期雇用を望んでおり、互い
にとってメリットを有する。
　他方、雇用者側からすると、農業の場合は作業ができるかどうかは天候に左右されることが
多く、例えば天候の悪い日や出荷の需要量が少ない日などは、高齢者が働きたくても休んでも
らわなければならないという事態が生じる。高齢者はシフトを自由に決めることができる代わ
りに、こうした雇用側の事情も受け入れている。
　次に勤務日数であるが、今回インタビューをした雇用先の高齢者は、週 4～ 6日（株式会社
A）、週 3～ 5日（有限会社 B）、週 6日（果樹園 C）の頻度で働いており、予想に反して勤務
日数が多いことが明らかとなった。また高齢者の勤務時間は、約 5時間～ 6時間とやや短い。
希望によっては、午前または午後のみの働き方も可能である（有限会社B）。
　勤務時間内の高齢者による農作業の身体的負担に対する配慮として、果樹園 Cでは昼の休
憩以外に 10 時と 15 時に 20 分間の休憩時間を設けており、また有限会社Dも同様に、高齢者
にできるだけ休憩を多くとるように促している。その他の配慮として、季節（夏・冬）に応じ
た作業時間の短縮や、作業開始・終了時間の変更を行うなど、柔軟に対応していることが明ら
かとなった。インタビューでは、天候や気温の変化は高齢者の身体に特に影響を与える要因の
一つであるため、これに対する雇用側の配慮は不可欠であることが聞かれた。具体的には、夏
場は熱中症の予防として、通常よりも涼しい時間である早朝から作業を始め、気温が上昇する
正午前には作業を終わらせるようにしている（株式会社A、有限会社B）。
－ 116 －
非農家高齢者における農業従事に関する一考察
4.2.2　高齢者雇用における課題
　高齢者雇用における課題として、「離職」が挙げられる。株式会社Aでは、高齢者自身や家
族の体調不良、さらには昨年度の夏は猛暑だったこともあり、一斉に 30 名程が辞めた。その
結果、現在は人手不足に陥っている。葉物野菜は手で収穫する必要があるため、理想的には現
在の倍の 100 人近くの高齢者雇用を希望しているものの、実際には人が集まらないため、一部
は外国人技能実習生の採用により補填している（株式会社A）。このように高齢者雇用におい
ては、高齢者自身及び家族の病気、農業の身体的な負担などを理由とする「離職」という不確
実性の高さがある。
5．結論と今後の研究課題
　本研究は、農業分野において高齢者雇用を行っている企業等へのインタビュー調査を通じて、
雇用側の受け入れ体制の現状と課題を明らかにした。インタビュー調査より明らかになったこ
とは、以下の点である。
　まず、非農家高齢者を受け入れるにあたり、現代の高齢者の身体的機能が高まっているとい
えども、高齢者には重労働となる作業は行わせず、「軽作業」への従事を前提としていること
が明らかとなった。このように、インタビュー調査をした雇用側は高齢者の身体的負担に対す
る様々な配慮をしており、例えば分業による作業の単純化・標準化、適材適所での配置、作業
環境の整備等の取り組みを行っていることが聞かれた。他方、柔軟な勤務形態、例えば本研究
の事例として示した「シフトを自由に決められること」は、高齢者の望む働き方のニーズに合
致しており、これにより高齢者が無理なく長期的に働くことを可能としている。また、このこ
とは被雇用者である高齢者だけではなく、労働力を確保したい雇用側にとっても望ましいこと
が明らかとなった。
　今後の研究課題は、次の通りである。第一に、非農家高齢者の農業従事における生産性向上
に関する研究である。雇用側からすれば生産性の向上は不可欠であるが、実際には個々人で生
産性に格差が生じていることが明らかとなった。また、本研究でのインタビューでは、作業方
法は個人単位とグループ単位の 2つのパターンが見られたが、これらの作業効率の違いについ
て今回は明らかにできなかったため、今後の課題とする。
　第二に、高齢者雇用におけるインセンティブ・システムの設計に関する研究である。組織が
与えるインセンティブには、①物質的なインセンティブ（金銭的報酬）、②評価的インセンティ
ブ（仕事の成果等に対して評価を与えられるインセンティブ）、③人的インセンティブ（職場
で接する人々の人間的魅力、仲間の居心地の良さなど）、④理念的インセンティブ（思想や価
値観を達成意欲の源泉とするインセンティブ）、⑤自己実現的インセンティブ（仕事の達成や
組織への貢献に対する自己の満足感を得られるような状況づくり）の五類型がある 6（伊丹・加
護野、2003）。農業に従事する高齢者の意欲を引き出すためには、上記のうちのどのインセンティ
ブが効果的であるのかを踏まえたうえで、より適切なインセンティブ・システムを設計するこ
とが求められよう。
　第三に、ジェロントロジーの視点の導入である。ジェロントロジーは、日本語では「老年学」
6… 伊丹敬之・加護野忠男（2003）『ゼミナール…経営学入門…ゼミナールシリーズ…』日本経済新聞社。
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または「加齢学」…と訳され、さまざまな分野を総合した学際的な学問分野である7。ジェロント
ロジーには、①生物学的視点、②心理学的視点、③社会心理学的視点、④社会学的視点とい
う 4つの視点がある（Atchley&Barusch，2003；邦訳 4頁）。このジェロントロジーの視点と
本研究を照らし合わせると、①´ 生物学的視点として、高齢者における身体機能低下の予防策
としての有効性、②´ 心理学的視点として、生き甲斐や精神的充実感といった心と体の調和、
③´ 社会心理学的視点としての社会参加による個人と周囲の相互関係の構築、さらには④´ 社
会学的視点としての農業における高齢者雇用の仕組みの構築に関する包括的な研究が可能とな
ると思われる。これら 4つの視点がどのように互いに影響を及ぼしているのか、その因果メカ
ニズムを明らかにすることを今後の課題としたい。
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